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発表概要

近年増加している⼤規模地震と、農業⽤パイプラインの突発事故を
背景に、パイプラインの強靭化が急務
農村地域の都市化・混住化が進み、突発事故による⼆次被害の可能
性が広がる⼀⽅掘削を伴う開削⼯事が困難な環境が多くなっている

パイプ・イン・パイプ⼯法のご紹介
(1)PN形ダクタイル鉄管
(2)押込⼯法

パイプ・イン・パイプ⼯法は⽼朽化したパイプラインの
⻑寿命化を実現し、農業⽤パイプラインの安全性向上に貢献する
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農業水利施設の現状
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耐⽤年数超過割合や突発事故が増⼤、健全な管路の維持が課題

パイプラインの適切な更新を⾏い、⻑期の供⽤においても事故が少なく
かつ、⼤規模⾃然災害にも耐える強靱なパイプラインの構築が必要

図表出典︓令和6年度 ⾷料・農業・農村⽩書

震度5弱以上の地震回数状況

図表出典︓気象庁「震度データベース検索」より作成

基幹的農業⽔利施設の⽼朽化状況

パイプラインの突発事故による
機能停⽌・⼆次被害のリスク増加

 基幹的⽔路の４8％が耐⽤年数超
 ⼤規模地震の頻度も増加傾向



管路の更新・長寿命化の課題
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代表的なケース
道路横断部 地下埋設物の輻輳 近隣への影響

基幹道路の横断部や
交通障害がおこる箇所は
開削⼯事が困難

更新対象の管路付近に
他の地下埋設物があり
容易に開削⼯事を⾏えない

⼯事による道路規制や
騒⾳・夜間⼯事などで
近隣への影響がある

布設管路周辺の環境により、
地上からの開削⼯事が困難な管路がある

“⾮”開削⼯法で更新⼯事を⾏う

パイプラインの一般的な長寿命化対策工法
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各⼯法の特徴⼯法名

・既設管内⾯から新たに管を構築し、管路の耐荷性
や通⽔性等を回復⼜は向上させる⼯法。

・下⽔道分野の技術として開発、実⽤化されたもの
が多いため、適⽤に当たっては、圧⼒管路である、
単位施⼯距離が⻑い、平⾯・縦断的な屈曲部が多
いといった農業⽤パイプラインの特徴に留意する
必要がある。

鞘管⼯法
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製管⼯法

・継⼿からの漏⽔に対する応急対策として利⽤され
ている例が多い。

・⻑期耐久性の検証が⼗分ではないため、⻑期にわ
たり使⽤する際は、緩み等の状態確認を⾏う必要
があることに留意する。

⽌⽔バンド
⼯法

⽌
⽔
⼯
法

補
修
⼯
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出典）「農業⽔利施設の補修・補強⼯事に関するマニュアル（パイプライン編）（案）平成29 年4 ⽉」
（農林⽔産省農村振興局整備部設計課施⼯企画調整室）1-6ページ、表1.3-1 パイプラインの⼀般的な⻑寿命化対策⼯法

ダクタイル鉄管による
パイプ・イン・パイプ⼯法



さや管（既設管） 新管
さや管（既設管）

新管

 国道や農道の下、河川横断や鉄道下など開削が難しい現場でも
⾮開削による管路更⽣⼯事を合理的に⾏うことが可能

 ダクタイル鉄管のもつ継⼿可とう性より、曲線施⼯も可能
 ⼯期の短縮や⼯事費の節減などが期待される

パイプ・イン・パイプ工法 概要
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パイプ・イン・パイプ⼯法

①押込⼯法
⽴抗内で新管を接合して
さや管内に押込む⼯法

②持込⼯法
さや管内に新管を
運搬し接合する⼯法

ｼﾞｬｯｷ

さや管（既設管や新設管）の中へ１〜3⼝径程度⼩さい
ダクタイル鉄管を挿⼊する⼯法

耐震型ダクタイル鉄管（PN形管）

ﾊﾞｯﾃﾘｰｶｰ等

⼀般埋設に使⽤される代表的な継⼿形式
（上︓⼀般継⼿、下︓耐震継⼿）

【K形】【T形】

【NS形】【GX形】

ダクタイル鉄管の特⻑

ダクタイル鉄管とは
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出典）⾷料・農業・農村政策審議会農業農村振興整備部会技術⼩委員会
平成26年度第1回技術⼩委員会配布資料
農業⽔利施設の機能保全の⼿引き －パイプライン編－の策定について
農村振興局 平成20年12⽉

パイプライン（国営造成施設）の管径区分と管種構成

（１）Ductile Cast Iron Pipe（Ductile＝延性のある）
（２）鉄系材料︓⾼強度で靭性があり、⻑期耐久性に優れる
（３）各種の継⼿を有しており、使⽤⽬的に合わせて選択可能
（４）継⼿の伸縮・可とう性（や離脱防⽌性）により地盤変動に順応



発進側 到達側

PN形ダクタイル鉄管 パイプ・イン・パイプ工法用
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さや管の中に耐圧管路を構築することを前提に開発された耐震管
 呼び径300〜1100の管外径は、⽔輸送⽤塗覆装鋼管の外径と同じ
 ⼀般埋設管に⽐べて、受⼝外径も1まわりスリムな設計
 屈曲・伸び・離脱防⽌性を有する

PN形ダクタイル鉄管の特⻑

伸び︓管⻑の１％
離脱防⽌⼒︓3D[kN] (D︓呼び径）

規格：JDPA G1046
「PN形ダクタイル鋳鉄管」

離脱防止力
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管が⼟の中に埋められた状態で100m先の
管まで引っ張ることができる⼒に相当

離脱防⽌⼒3DkNとは



押込工法の施工方法
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新管
（PN形ダクタイル鉄管）

既設管(さや管)

油圧ジャッキ

先導ソリ

発進⽴坑 到達⽴坑

（１）先頭の管に先導ソリを装着
（２）発進⽴坑内で新管（PN形ダクタイル鉄管）を接合する
（３）油圧ジャッキ等にて、さや管内へ押し込む
（４）さや管と新管との隙間を、エアミルク、エアモルタル等（圧縮

強度︓0.5〜1.5N/mm2程度）で充填する

G.L 国道や農道など

挿⼊⽅向

繰り返し

押込工法の施工状況
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挿⼊状況

先導ソリ設置状況

⾞上プラントによる充填イメージ

先導ソリの
形状例

ジャッキ



ヒューム管内への押込み実験例
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屈曲部

⼀部屈曲 Ｓ字曲線 ⼀⽅向カーブ

PN形管の基準性能
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［参考］
地震時や地盤沈下
時の最⼤屈曲⾓

離脱防⽌⼒
(kN)許容曲げ⾓度伸び量

(mm)呼び径

8°9004°45300
7°10ʼ10504°45350
6°20ʼ12004°45400

5°15004°45500
4°10ʼ18004°45600
3°30ʼ21003°45700
3°30ʼ24003°50800
3°20ʼ27003°55900

3°30003°551000
2°45ʼ33002°45ʼ551100
2°45ʼ36002°45ʼ601200
2°25ʼ40502°45ʼ601350

2°45001°50ʼ551500
備考1）継⼿を屈曲させるためにはある程度の曲げモーメントを加える必要がある。

2）PN形継⼿の耐圧縮性能は離脱防⽌性能と同等である。
3）地震時や地盤沈下時の最⼤屈曲⾓＝tan-1（伸び量／管外径）
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【溶接リングタイプ】 【キャスタバンドタイプ】
（ＳＴタイプ）

【フランジ・リブタイプ】 【キャスタバンドタイプ】
（DGタイプ）

標準タイプ

補強タイプ

摩擦係数︓0.8

摩擦係数︓0.8

摩擦係数︓0.8

摩擦係数︓0.08

摩擦係数︓0.08

※上記の摩擦係数は、さや管がモルタルライニングまたはコンクリート管の場合

溝あり

押込工法時の挿入力伝達構造

挿入施工時の許容抵抗力の考え方（呼び径800の例）
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許容抵抗⼒許容
曲げ
⾓度
(θa)

呼び
径タイプ

1.0θa0.75θa0.5θa0.25θa０

適⽤
せず27535077512003°φ800

標準
タイプ

600670740157024003°φ800
溶接
リング
タイプ

（単位︓kN）

推⼒

推⼒ θ
θ

θ

直線部
ジャッキによる推⼒が
新管に均等に作⽤する

ジャッキによる推⼒が
新管に局所的に作⽤する

曲線部

許容抵抗⼒（伝達できる挿⼊⼒）が下がる



押込工法における管の仕様決定フロー
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①管の通過検討

②挿⼊管の継⼿
屈曲⾓の算出

④新管の仕様決定
（標準タイプまたは補強タイプの選択）

③挿⼊⼒の算出

さや管内調査

管
⻑
の
検
討

中
間
⽴
坑
等
の
提
案

既設管 新管

挿⼊⼒が標準タイ
プの許容抵抗⼒以
下

挿⼊⼒が標準タイ
プの許容抵抗⼒よ
り⼤きい

新管の仕様決定の例

標準タイプ 補強タイプ

①管⻑
②継⼿屈曲⾓
③内径
④継⼿部段差

押込工法における仕様決定例
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直線区間
70m

直線区間
90m

発進
⽴坑

到達
⽴坑

カーブ区間
（R=150）

100m

70m

170m

260m

0m

（１）下図の管路線形を想定
（２）さや管︓ヒューム管（呼び径900）、新管︓PN形管（呼び径700）
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設計挿入力と許容抵抗力①
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（１）設計挿⼊⼒が標準タイプの許容抵抗⼒以下になるかを確認
（２）発進⽴坑から70mの地点で許容抵抗⼒を超過
（３）以降、この地点を通る管には補強タイプが必要

直線部 曲線部 直線部

許容抵抗⼒（標準タイプ）q
設計挿⼊⼒（100ｍ挿⼊時）
設計挿⼊⼒（218ｍ挿⼊時）

70

設計挿入力と許容抵抗力②
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（１）標準タイプの許容抵抗⼒超過した場合、溶接リングタイプを使⽤
（２）70〜112m区間︓標準タイプの許容抵抗⼒＜設計挿⼊⼒

︓溶接リングタイプの許容抵抗⼒＞設計挿⼊⼒

設
計
挿
⼊
⼒
と
管
の
許
容
抵
抗
⼒
(k
N
)

200

400

600

800

1000

1200

50 100 150 200 250 300

発進⽴坑からの距離(m)
112 260

直線部 曲線部 直線部

許容抵抗⼒（標準タイプ）ｑｑｑ
許容抵抗⼒（溶接リングタイプ）
設計挿⼊⼒（260ｍ挿⼊時）ｑ ｑ

標準タイプ 溶接リングタイプ 標準タイプ

70



新管の仕様
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標準タイプ
17本

（68m）

発進
⽴坑

到達
⽴坑

溶接リングタイプ
11本

（44m）

標準タイプ
37本

（148m）

標準的な配管例（呼び径700）
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（１）呼び径300〜1100の場合、開削部との接続に受挿し短管を設置
（呼び径1200〜1500の場合は不要）

（２）⽴坑内の⽴ち上がり部には、スラストブロックを打設

開削部
（NS形管）

開削部
（NS形管）

スラストブロック

スラストブロック

PN-NS形
受挿し短管

PN-NS形
受挿し短管

PN形管

パイプ・イン・パイプ⼯法
（PN形管）



立坑の形状・寸法
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（１）発進⽴坑の⼤きさは、下図の⼨法を考慮して決定
ただし、連絡配管⻑さが（L）以上となる場合はその⻑さで決定

（２）到達⽴坑の⼤きさは、連絡配管ができる⼤きさを確保

L＝新管⻑さ＋油圧ジャッキ⻑さ＋反⼒受け厚さ＋さや管の突出⻑さ＋接合余裕（0.5〜0.7m）
（a） （b） （c） （d） （e）

B ＝ 呼び径 ＋ 1.5m

主な施工実績
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挿⼊管×延⻑発 注 者年度
呼び径300 × 168m九州農政局 ⻄諸農業⽔利事業所2013
呼び径800 × 102m近畿農政局 ⼤和紀伊平野農業⽔利事業所

2014
呼び径500 × 35m九州農政局 曽於北部農業⽔利事業所
呼び径600 × 42m北海道開発局 室蘭開発建設部

2015
呼び径300 × 37m九州農政局 ⻄諸農業⽔利事業所
呼び径500 × 305m新潟県 佐渡地域振興局
呼び径600 × 140m関東農政局 那珂川沿岸農業⽔利事業所
呼び径800 × 157m北海道開発局 札幌開発建設部

2016
呼び径350 × 46m愛知県 豊⽥加茂農林⽔産事務所
呼び径400 × 311m九州農政局 肝属中部農業⽔利事業所2017
呼び径300 × 44m北陸農政局 加治川⼆期農業⽔利事業所

2018
呼び径600 × 82m関東農政局 那珂川沿岸農業⽔利事業所
呼び径600 × 24m北海道開発局 札幌開発建設部2020
呼び径600 × 18m中国四国農政局 ⾹川⽤⽔⼆期農業⽔利事業所

2021
呼び径500 × 60m佐賀県 佐賀中部農林事務所
呼び径600 × 54m北海道開発局 札幌開発建設部

2022
呼び径600 × 45m北海道開発局 函館開発建設部
呼び径1000 × 34m北海道開発局 帯広開発建設部
呼び径700 × 37m宮崎県 ⻄諸県農林振興局
呼び径700 × 34m北海道開発局 帯広開発建設部

2023
呼び径500 × 18m宮崎県⻄諸県農林振興局
呼び径350 × 200m帯広開発建設部帯広農業事務所

2024
呼び径400 × 224m関東農政局 荒川中部農業⽔利事業所



（１）さや管内へPN形ダクタイル鉄管を⾮開削で挿⼊する⼯法

（２）開削⼯事と⽐べ、⼯期の短縮や⼯事費の節減などが期待される

（３）PN形管は耐震継⼿であり、伸び、可とう性、離脱防⽌性を有する

（４）さや管の曲がりにも順応

（５）補強タイプを使⽤することで、⻑距離施⼯にも対応可能

【参考資料】
『ダクタイル鉄管によるパイプ・イン・パイプ⼯法 設計と施⼯ JDPA T 36』
（⼀社）⽇本ダクタイル鉄管協会ホームページ https://www.jdpa.gr.jp/

おわりに
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ダクタイル鉄管によるパイプ・イン・パイプ⼯法

農業⽤パイプラインの強靭化、⻑寿命化に寄与
農業⽔利施設の戦略的な保全管理に貢献
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弊社⼯場（兵庫県尼崎市、千葉県船橋市）での製品勉強会も実施しております。
ご要望の際は、弊社営業までお問い合わせください。

【パイプシステム東⽇本営業部 農⽔営業課】 （東京）03-3245-3104 （北海道）011-214-3140
（⼤阪）06-6470-5006 （名古屋）052-564-5151


